雇用契約書

株式会社　甲乙商事　（以下　｢甲｣　という）　と　　丙山丁子　　（以下　｢乙｣　という）　は以下の条件に基づき雇用契約　（以下　｢本契約｣　という）　を締結する。
	1
	雇用期間

	1.　期間の定めなし

2. 期間の定めあり　　　

平成　27年 9　月　1日　から　平成　28 年　8 月31日　まで
　試用期間　（　平成27年　9月　１日　　から　平成　27年　11月　30日　まで）

	3
	就業場所

	本社内　　（ただし、当社支社等へ転勤を命じる場合がある）

	3
	業務内容

	　　経理事務全般　
（ただし、会社の事業状況や乙の適性を踏まえ、　配置転換を命じる場合がある）

	4
	就業時間

	 9時00分 から 18時00分 まで　　　休憩時間　12:00～13:00
・業務の都合上、時間外労働および休日労働を命じる場合がある。
・業務の都合上　就業時間・休憩時間を変更する場合がある。

	5
	休　　　日

	土・日曜日及び祝祭日、年末年始、夏期休暇

但し、業務の都合により上記休日を変更させ就業する場合がある。

	6
	給　　　料


	基本給 　   月給　200,000　　　　円　　※試用期間中は　180,000円とする。
住宅手当　　     5,000　　　　　　円

通勤手当　　     実費　　　　　　　
割増賃金
イ　所定外　　a　法定超 （　125% ）　b　所定超 （ 100% ）

ロ　休　日　　 a　法定　 （　135% ）　b　法定外 （ 125% ）

ハ　深夜　　　（　25% ）
締切日、支払日・　毎月20日締め翌月25日（銀行が休日のときはその前日）支払

	7
	昇　　給

	年 １回 （ ４月　）

但し会社の業績　または個人の成績により改定しない場合がある。

	8


	賞　　　与

	年 2回 （ 6月 と　12月　）
会社業績により　支払日の変更　または支給しないことがある。　額は本人の成績勤務態度、能力等を勘案して定める。

	9
	支払方法

	現金による手渡し、または　乙の同意がある場合は乙の指定する口座へ振込

	10
	退職に関する事項

	期間の定めなし　　　　　定年　60歳の誕生日の翌日

期間の定めあり　　　　　期日到来日　　

・最大65歳までの継続雇用制度あり
・自己都合退職の場合は退職を希望する日の30日前までに申し出ること

・普通解雇、懲戒解雇の事由は就業規則による　　　　　　　　　　　　　　　　　

	11
	契約更新基準

（期間の定めあり
の場合）
	次の基準により契約を更新する場合がある。

・従事する業務の量が契約当初とくらべ大幅に減っていないこと

・業務遂行能力、業務成績、勤務態度が良好であること

・会社の経営状況が良好であること

	12
	就業規則

	その他　勤務上の詳細な規程は就業規則よる。

	13


	特約事項
	本契約は　労働基準法その他の法律を基準として解釈する。

本契約に　規定されていない事項は、甲乙協議の上、定めるものとする。


以上の合意を証するため本契約書を2通作成し、甲乙の両当事者記名　（又は署名）　捺印の上、各々1通を保有する。

平成27年　　9月　　　1日

（甲）





（乙）

所在地　東京都港区○○

　　　
　　　　　　　住　所　　東京都新宿区○○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名　株式会社甲乙商事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　代表取締役　　甲山　乙男　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　　　　　氏　　名　　　丙山　丁子　　　　　　　　　　　　　印

�期間の定めがある場合は契約期間を必ず記載しましょう。また、試用期間を設ける場合は、その期間を記載します。


�転勤の可能性がある場合は、その旨も記載しましょう


�配置転換の可能性がある場合は、その旨も記載しましょう。


�1日の就業時間は8時間以内が原則です。


�労働基準法は、週に1回または4週4回の法定休日を与えれば足りるとしていますが、1週間の法定労移動時間は40時間までという枠も考慮した上で休日設定をしましょう。（1日の労働時間を短くすれば、週休１日制も可能です）


�給料の額、割増賃金率、締日、支払日を記載しましょう。通勤手当に関しては「実費」と記載すれば足ります。ただし、通勤手当の上限を超える遠方からの通勤者の場合は、上限額の金額を記載しましょう。


試用期間中の給料が異なる場合は、その旨も記載しましょう。


�単に昇給月だけを書くと、必ず昇給させなければならなくなってしまうので、「改定しない場合がある」という文言を必ず入れておくようにしましょう。


�支払が不定期の場合は、項目自体をなくすか、「業績を勘案し支給する場合がある」などの記載にしましょう。また、支払月が決まっている場合でも「会社業績により支払わない場合がある」という文言は必ず入れておきましょう。


�乙の同意が既にとれている場合は「乙の指定する口座へ振込」のみでも差し支えありません。


�退職に関する事項を網羅する必要があります。


法律上、65歳までの継続雇用制度の設置が必須です


普通解雇や懲戒解雇の基準は就業規則に委ねるのが一般的ですが、就業規則のない会社の場合は、雇用契約書に具体的に網羅する必要があります。


�期間の定めのある雇用契約の更新基準を定める必要があります。なお、正社員など無期契約の社員との雇用契約書の場合は省略可能です。


�解雇事由を含め、詳細な労働条件を雇用契約書に網羅するのは事実上困難なので、1人でも従業員を雇用したら就業規則を作成することをお勧めします。





